
 

   江差町個別避難計画作成推進事業実施要綱 

令和６年１月２９日 

告示第３号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号。以下「法」という。）第49

条の14に規定する個別避難計画の作成に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 

 （１） 避難行動要支援者 

    本町の区域内に居住する者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあ 

   る場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図   

   るために特に支援を必要とする者として、江差町要支援者登録制度実施要綱（平成24 

   年告示第47号）第４条に定める者のうち、江差町避難行動要支援者名簿（以下「名 

   簿」という。）に登録された者をいう。 

 （２） 避難支援等 

    避難行動要支援者について避難の支援、安否の確認その他の避難行動要支援者の生 

   命又は身体を災害から保護するために必要な措置をいう。 

 （３） 避難支援者 

    個別避難計画に係る避難行動要支援者について避難支援等を実施する者をいう。 

 （４） 個別避難計画 

    名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに、当該避難行動要支援者について避難支援 

   等を実施するための計画をいう。 

 （推進体制） 

第３条 町は、個別避難計画作成に関係する総務課防災生活係、健康推進課健康推進係、高

齢あんしん課高齢者支援係、高齢あんしん課地域包括支援係、町民福祉課福祉子育て係に

個別避難計画作成推進担当者（以下「推進担当者」という。）をおくものとする。 

  推進担当者は総務課長が指名するものとする。 

２ 健康推進課健康推進係の推進担当者は保健師とする。 

３ 町は、推進担当者で構成する個別避難計画作成推進担当者会議を設置し、各推進担当者

の分掌事務は次のとおりとする。 



  総務課防災生活係 

   （１） 会議の統括 

   （２） 事業全体の進捗管理 

   （３） 個別避難計画作成に係る防災上の助言・指導 

   （４） 個別避難計画作成に係る自主防災組織、町内会長・自治会長との調整 

  健康推進課健康推進係（保健師） 

   （１） 避難行動要支援者の医療分野における心身の状況等の把握 

   （２） 個別避難計画作成に係る医療上の助言・指導 

  高齢あんしん課高齢者支援係 

   （１） 避難行動要支援者の介護分野における心身の状況等の把握 

   （２） 個別避難計画作成の進捗管理（介護分野） 

   （３） 個別避難計画の保管及び管理（介護分野） 

  高齢あんしん課地域包括支援係 

   （１） 避難行動要支援者の介護分野における心身の状況等の把握 

   （２） 個別避難計画作成に係る指定居宅介護支援事業者及び介護支援専門員との調 

      整 

  町民福祉課福祉子育て係 

   （１） 避難行動要支援者の障害分野における心身の状況等の把握 

   （２） 個別避難計画作成の進捗管理（障害分野） 

   （３） 個別避難計画の保管及び管理（障害分野） 

   （４） 個別避難計画作成に係る指定特定相談支援事業者及び相談支援専門員との調 

      整 

   （５） 個別避難計画作成に係る民生委員・児童委員との調整 

４ 町は、個別避難計画作成に関係する次の各号に掲げる協力団体・協力者の支援を受け、

個別避難計画作成を推進するものとする。 

 （１） 民生委員・児童委員 

 （２） 町内会長又は自治会長 

 （３） 自主防災組織 

 （４） 江差町社会福祉協議会 

 （５） 指定居宅介護支援事業者 

 （６） 指定特定相談支援事業者 



 （対象者） 

第４条 事業の対象者は、避難行動要支援者のうち、個別避難計画を作成することについ

て、同意確認書（別記様式第１号）により同意を得た者とする。 

 （作成の優先順位） 

第５条 個別避難計画の作成は、対象者のうち、次に掲げる区域に居住している者であっ

て、別表１に定めるところにより優先順位を付けて作成するものとする。 

 （１） 洪水浸水想定区域のうち、想定浸水深0.5メートル以上の区域 

 （２） 土砂災害（特別）警戒区域 

 （３） 津波浸水想定区域 

２ 前項第１号に該当する対象者以外の洪水浸水想定区域に居住する対象者の個別避難計画

の作成は、前項第１号から第３号に該当する対象者の個別避難計画作成の進捗状況を踏ま

えて着手するものとする。 

３ 前２項に該当しない対象者の個別避難計画の作成は、前２項に該当する対象者の個別避

難計画作成の進捗状況を踏まえて着手するものとする。 

４ 対象者のうち、社会福祉施設等に入居している者、病院に長期入院している者等につい

ては、個別避難計画を作成しないものとする。 

 （対象者以外の避難行動要支援者） 

第６条 町長は、対象者以外の避難行動要支援者について、当該本人、その家族等に対して

個別避難計画の作成の趣旨を周知し、作成を勧奨するものとする。 

 （個別避難計画の様式） 

第７条 個別避難計画様式（別記様式第２号）には、次に掲げる事項を記載するものとす

る。 

 （１） 氏名 

 （２） 生年月日   

 （３） 性別   

 （４） 住所又は居所 

 （５） 電話番号その他連絡先 

 （６） 避難支援等を必要とする事由  

 （７） 避難行動要支援者の状態 

 （８） 避難時の配慮に関する情報 

 （９） 緊急連絡先 



 （10） 避難支援者の情報（氏名又は名称、住所又は居所及び電話番号その他連絡先） 

 （11） 避難場所及び避難経路の情報 

 （12） その他必要な事項                   

 （個別避難計画の作成方法） 

第８条 個別避難計画は、町が作成するほか、町長は、次のいずれかに該当する者（以下

「作成依頼先事業者等」という。）に依頼することができるものとする。 

 （１） 介護保険法（平成９年法律第123号）第46条第１項に規定する指定居宅介護支援 

    事業者 

 （２） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第 

    123号）第51条の17第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者 

 （３） その他町長が適切に個別避難計画を作成することができると認める者 

２ 町長は、対象者に当該対象者を担当している介護支援専門員、相談支援専門員（以下

「福祉専門職」という。）がいるときは、当該福祉専門職が所属する前項第１号及び第２

号に定める事業者に個別避難計画の作成を個別避難計画作成依頼書（別記様式第３号）に

より依頼するものとする。 

 （個別避難計画の更新） 

第９条 町長は、おおむね１年に１回、対象者若しくはその家族等又は福祉専門職に個別避

難計画に記載された事項に変更がないかどうか点検するよう求めるものとする。 

２ 町長は、個別避難計画に記載した事項に変更が生じたことを確認したときは、速やかに

当該個別避難計画を更新するものとする。 

３ 町長は、前条第２項の依頼に応じて作成した個別避難計画に記載した事項に変更が生じ

たことを確認したときは、当該個別避難計画を作成した福祉専門職に当該個別避難計画の

更新を依頼するものとする。 

 （作成にかかる報酬） 

第10条 町長は、第８条第２項及び第９条第３項の依頼に応じて福祉専門職が個別避難計画

を作成若しくは更新した場合において、当該個別避難計画の内容が適正であると認めたと

きは、別表２に定めるところにより報酬を支払うものとする。 

２ 前項の報酬の支払いは、個別避難計画を作成若しくは更新した福祉専門職が所属する第

８条第１項第１号及び第２号に定める事業者が、作成若しくは更新した個別避難計画及び

個別避難計画作成報酬請求書（別記様式第４号）を町長に提出することにより請求するも

のとし、町長はこれを確認のうえ、遅滞なく当該事業者に支払うものとする。 



 （秘密の保持等） 

第11条 作成依頼先事業者等及び個別避難計画の提供を受けた者は、事業実施により知り得

た秘密を正当な理由なく第三者に漏らしてはならない。その役割を退いた後も同様とす

る。 

２ 作成依頼先事業者等は、個別避難計画の記載事項をこの事業の目的以外に使用してはな

らない。 

３ 町長は、作成依頼先事業者等がこの要綱に違反したときは、提供を受けた個別避難計画

を直ちに返却するよう求めることができる。 

 （災害発生時の個別避難計画の提供） 

第12条 町長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難所が開設さ

れたときは、住民の共助による避難行動要支援者の避難支援等に活用できるよう、法第49

条の15第３項の規定に基づき、必要と認められる者に個別避難計画を提供することができ

る。 

２ 町長は、前項の規定により個別避難計画を提供するときは、提供した個別避難計画を紛

失しないこと、避難行動要支援者の安否の確認や避難の支援の活動が完了したときは個別

避難計画を返却すること、安否の確認等の活動により知り得た個人情報を他に漏らさない

こと等の避難行動要支援者の個人情報の保護に関し必要な事項を周知するものとする。 

３ 町長は、第１項による個別避難計画を活用した避難行動要支援者の安否の確認や避難の

支援の活動が完了したときは、個別避難計画を提供した者に活動結果の報告を求めるとと

もに、個別避難計画を回収するものとする。 

 （補則） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、町長が都度定め

る。 

   附 則 

 この告示は、令和６年２月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



別表１(第５条関係) 

個別避難計画作成の優先順位判定基準 

優先

順位 
心身の困難度等 考慮事項    計画作成区分 

Ａ ・要介護認定４以上 

・身体障害者手帳１級保有者 

・身体障害者手帳２級保有者 

 （視覚・体幹・下肢） 

・精神保健福祉手帳１級保有者 

・療育手帳Ａ判定保有者 

・自力歩行で避難所に行けない 

・視覚/聴覚障害の有無 

・各心身の困難度の重複 

福祉専門職 

Ｂ ・要介護認定３ ・自力歩行で避難所に行けない 

・視覚/聴覚障害の有無 

介護支援 

専門員 

Ｃ ・緊急通報機器設置者 

・名簿登載希望者 

・自力歩行で避難所に行けない 

・視覚/聴覚障害の有無 

・本人 

・家族 

・町内会 

 自治会 

 

別表２（第10条関係） 

業務の内容 報酬額 

第８条第２項の規定による個別避難計画の作成 １件につき7,000円 

第９条第３項の規定による個別避難計画の更新 １件につき3,500円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１号（第４条関係）表面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１号（第４条関係）裏面 

 

 



別記様式第２号（第７条関係）表面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第２号（第７条関係）裏面 

 

 

 

 



別記様式第３号（第８条関係） 

 

 

 



 

別記様式第３号（第８条関係）別記 

 

 

 



 

別記様式第４号（第10条関係） 

 


